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○財務部長の二階堂です。 

 

○私から、４月30日に発表いたしました2015年３月期決算と2016年３月期の見
通しについて、ご説明いたします。 
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○まず３ページをご覧ください。昨年度の実績および今年度見通しの概要をお
示ししております。 

 

○昨年度は、景気の追い風等を受け、単体の運輸収入が非常に好調であったほ
か、大鉄工業等の工事会社の新規連結などもあり、連結・単体とも増収・増
益となりました。 

 

○今年度は、単体で北陸新幹線開業などにより運輸収入が大幅に増加すること
や、流通業や不動産業において、大阪駅のLUCUA1100の開業や昨年度取り組
んできた駅ナカやショッピングセンターのリニューアルの効果、マンション
分譲の増を見込んでいることなどから、連結営業収益が対前年+411億円増の
1兆3,915億円、連結営業利益については、対前年+87億円増の1,485億円と、
増収・増益の計画です。 
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○それでは、単体の決算について４ページをご覧ください。 

 

○運輸収入が対前年+163億円増加したことなどから、営業収益は対前年+172
億円の大幅な増収となりました。 

 

○その結果、費用面で、燃料調整制度等の影響よる電気代の増や、工事の労
務単価の上昇による修繕費の増加のほか、北陸新幹線関連経費の増加等に
より営業費用が対前年+70億円増加したものの、収入が大きく増加したこ
とから営業利益は対前年+102億円の増益となりました。 
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○次に５ページをご覧ください。大きく増加した運輸収入の主な増減要因につ
いてご説明します。 

  

○昨年度の運輸収入は、景気回復を受けたビジネスのご利用や、国内外の観光
需要が好調であったことに加え、３月に北陸新幹線が開業したことなどか
ら、３連休の減などのマイナス要因があったものの、対前年+163 億円増加
の7,970億円となりました。 

 

○新幹線は、スーパー早特などのインターネット利用促進や、USJハリー・
ポッターのテーマパークの開業効果のほか、インバウンドやシニアの需要取
り込み、北陸新幹線の開業などにより、過去最高の3,759億円となりまし
た。 

 

○近畿圏については、堅調なレジャー需要や景気の回復に伴い女性やシニアの
就業人口が増加傾向にあること、インバウンドの増加や大型商業施設の開
業、沿線に大学等が開校する等して定期収入が増加していることなどによ
り、好調な結果となりました。 
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○次に単体の営業費用について、７ページをご覧ください。  

 

○人件費については、退職手当の減などにより、対前年△24億円減少しまし
た。 

 

○燃料価格上昇等により、動力費が対前年+22億円増加したほか、修繕費に
ついても、工事単価の上昇の影響などにより対前年+77億円増加しまし
た。また、業務費は、北陸新幹線の開業準備などにかかる費用増や、会社
間清算の増、電気代の増やシステム関連経費の増加などにより、対前年
+73億円増加しました。 

 

○その結果、償却進捗等による減価償却費の減少や、昨年度譲渡を受けた湖
西線の線路使用料の減少があったものの、営業費用全体では、対前年+70
億円増加の7,789億円となりました。 

 

○なお、北陸新幹線については、開業準備費用と開業後のオペレーションに
かかるコストをあわせた関連費用は、対前年+56億円となり、開業準備費
用の期初見通しの枠内の実績となりました。 
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○次に連結決算について８ページをご覧下さい。 

 

○営業収益は対前年+193億円増加の1兆3,503億円、営業費用は対前年+141億
円増加の1兆2,105億円、営業利益は対前年+51億円増加の1,397億円となり
ました。 

 

○なお、営業増益に加え、工事会社の新規連結により、負ののれん発生益が
営業外利益と特別利益で＋74億円発生したほか、長年不振であったゴルフ
事業の譲渡に伴い、過去の損失処理に関連して今期の法人税等調整額が
▲33億円減少した結果、法人税率の引き下げの決定に伴う繰延税金資産の
取り崩しが+133億円発生したものの、当期純利益は＋10億円の増益となり
ました。 
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○次に９ページではセグメント別の実績をご説明します。 

 

○まず流通業については、JR大阪三越伊勢丹のリニューアル工事に伴う百貨
店業の売上減少に加え、新大阪駅等での駅改良に伴う支障の影響による物
販飲食業の減収などが主な要因で、営業収益が対前年▲199億円減少の
2,201億円、営業損益は、対前年▲28億円減少の15億円となりました。 

 

○不動産業については、ショッピングセンター業で新大阪等でのリニューア
ル工事の影響があったほか、不動産分譲で消費増税の影響を受けたこと等
により、営業収益が対前年▲150億円減少の872億円、営業利益は、対前年
▲26億円減の251億円となりました。 

 

○その他事業については、ホテル業や旅行業が含まれていますが、景気の回
復や堅調なレジャー需要を背景に、ホテル業、旅行業の収入が堅調に推移
したほか、工事業の新規連結などにより、増収増益となりました。 
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○次に10ページをご覧ください。単体の業績予想についてご説明します。 

 

○今年度は、運輸収入の大幅な増加などにより営業収益が対前年+285億円増
加の9,195億円、営業費用については、物件費や線路使用料、減価償却費
が増加することから対前年+240億円増加の8,030億円、その結果、営業利
益は対前年+44億円増加の1,165億円と見ております。 
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○次に11ページをご覧ください。 今年度の運輸収入は、景気が堅調に推移す
ると想定されるほか、引き続き新幹線の競争力向上や、インバウンドやシニ
アのご利用促進に取り組むとともに、北陸新幹線の開業効果の最大化に努め
ることにより、対前年+209億円増加の8,180億円としております。 
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○次に12ページをご覧ください。 

 

○今年度の単体営業費用ですが、電気料金の値上げ等によって動力費が対前
年+16億円増加するほか、業務費についても、会社間清算やシステム関連
経費の増加、電気料金の値上げ等により対前年+90億円の増加を見込んで
おります。業務費における会社間清算の増には、北陸新幹線に関するJR東
日本との車両の貸借等がありますが、収入・費用でほぼ同額が発生し、損
益面ではほぼイーブンとなります。 

 

○減価償却費は、北陸新幹線の車両などで償却が発生するため、対前年+59
億円の増加、線路使用料については、北陸新幹線開業に伴い対前年+77億
円の増加となる見込みです。 
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○次に13ページをご覧ください。 

 

○連結業績予想についてご説明します。 営業収益は対前年+411億円増加の1
兆3,915億円、営業費用は対前年+324億円増加の1兆2,430億円、営業利益
は対前年+87億円増加の1,485億円と見ております。 
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○次に14ページをご覧ください。セグメント別の見通しをご説明いたしま
す。 

 

○流通業については、リニューアル工事等を行っておりました施設が昨年度
末から開業しています。大阪の百貨店のリニューアルに加え、新大阪駅等
での駅改良に伴う支障影響のあった駅ナカ店舗の立ち上がりやセブン-イ
レブンとの提携店舗への転換推進などから、営業収益は対前年+68億円増
加の2,270億円、営業利益は対前年+25億円増加の41億円となる見通しで
す。 

 

○不動産業については、マンション分譲での販売増に加え、LUCUA1100開業
や北陸でのショッピングセンターのリニューアル等で、営業収益は対前年
+153億円増の1,026億円、営業利益は対前年+51億円増の303億円となる見
通しです。 

 

○その他事業については、工事業で北陸新幹線関係で請け負っていた工事の
減少などにより、営業収益は対前年▲81億円減少の1,663億円、営業利益
は対前年▲16億円減少の140億円となる見通しです。 

 

○簡単ですが以上でご説明を終わります。 
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○社長の真鍋です。 

 

○私からは、中計のアップデートと、それを受けた今後の取り組みについてご
説明させていただきます。 
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○19ページをご覧ください。 

 

○今回のアップデートは、この２年間の進捗と変化を、成果を含めて、３年
目に入るにあたって中間報告するとともに、前回入っていなかった北陸新
幹線金沢開業に係る収入・線路使用料を織り込むほか、外部環境の変化も
踏まえ、2015年度以降の取り組み・計画・目標を見直しました。 

 

○まず、２年間の振り返りですが、最重要の安全については、残念ながら１
年目にグループ会社の協力会社の作業員が亡くなるという死亡労災が発生
し、労災については目標を達成できなくなったわけですが、リスクアセス
メントや、地震対策といった安全投資などを着実に推進しました。 

 

○成長に向けては、鉄道では、新幹線の競争力向上や地域と連携した観光需
要の喚起、インバウンド需要の取り込みなどに取り組みました。事業創造
では、沿線外・エリア外や新規事業へ進出していくとともに、セブン-イ
レブンをはじめとする他社との連携による市場競争力向上の取り組みを
徐々に進めてきております。 

 

○また、この春には、北陸新幹線に加え、ノースゲートビルディング西館を
再生したLUCUA1100が堅調なスタートを切ることができました。 
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○このように各種施策が着実に進捗・具体化した結果、景気の改善もあり、20ペー
ジに示すように、財務指標は当初の想定を上回って推移しました。 
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○当社を取り巻く経営環境の変化について、21ページをご覧ください。 

 

○人口減少の本格化や自然災害の激甚化、円安によるコスト増などが顕在化
する一方、北陸新幹線開業による地域の活性化、関西ターミナル活性化に
よる都市内移動の活発化、訪日外国人客の増加など、新たな成長の機会が
明らかになってきました。  
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○22ページをご覧ください。 

 

○このような振り返りや環境変化を踏まえ、2015年度以降は、安全性向上と
将来の成長に向けた土台作りに向け、各戦略の取組みを強化・スピード
アップするとともに、成長の機会を踏まえ取り組みを重点化し、事業分野
をまたがる３つのトピックスに注力していきます。 

 

○その際には、外部との連携も積極的に進め、将来の持続的な成長を確実な
ものにしていきたいと考えています。 
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○23ページをご覧ください。 

 

○以上を踏まえ、中計最終年度の財務指標の計画を上方修正しました。 

 

○連結営業収益・EBITDA・ROA・ROEは、当初計画を上回るレベルにできる見込みで
す。 
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○次に、中計アップデートを踏まえた３つのトピックスを含む、今後の各事
業戦略の取り組みについて、ご説明いたします。 

 

○まず、当社事業の根幹を成す安全について、25ページをご覧ください。 

 

○２年間の課題を踏まえつつ、安全考動計画の着実な推進と、激甚化する自
然災害への対処やホーム柵の整備など、一部施策の前倒しも含めて取り組
みを進め、安全性向上と将来の事業リスク低減を図ってまいります。 
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○成長に向けた３つのトピックスについて、26ページからご覧ください。 

 

○北陸新幹線については、４月の上越妙高～糸魚川の断面輸送量が対前年320％
と、好調なご利用となっています。 

 

○当社グループや地域と連携を深めながら北陸新幹線の開業効果の最大化とご利用
の定着化を図っていく考えです。 
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○27ページをご覧ください。安全・安定輸送、快適なサービスを提供していくこと
はもとより、北陸～東京間の航空機との競争を意識し、ネット予約の利用促進に
よるビジネス需要の獲得や、イールドマネジメントによる収入最大化を図ってま
いります。 

 

○三大都市圏をターゲットと位置付け、広域観光周遊ルートを訴求し、観光需要の
拡大と定着化に取り組んでまいります。また、関西から新しい市場である信越へ
の旅行を促進するほか、関西～北陸間の流動の維持・拡大にも努めてまいりま
す。 

 

○さらに、商業施設の整備と地域産品の販売、街づくりと連動した線区価値向上の
取り組みも進め、地域と連携してエリアの活性化を図ってまいります。 

 

○以上により、2015年度は、北陸新幹線の収入規模として300億円（対前年273億円
の増）、並行在来線の減収を引いたネットの増収で130億円（対前年111億円の
増）を目指してまいります。 

 

○開業後30年間で収支均衡というベースの計画ですが、様々な営業努力により開業
効果を最大化し、経営にこれ以上プラスとなるよう、ご利用拡大に努めてまいり
ます。 
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○新生LUCUA osakaについて、28ページをご覧ください。 

 

○ノースゲートビルディング西館を再生し、４月２日にLUCUA1100がオープンしま
した。まもなく５月８日には、メインテナントの一つである蔦屋書店がオープン
します。 

 

○ここまで、東西両館の売上げは対前年で５割増、来館者数で６割増と、多くのご
利用をいただいています。 
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○29ページをご覧ください。LUCUA1100は、JR大阪三越伊勢丹の振り返りを踏
まえ、入りやすく、SCと百貨店の強みを活かした商業施設としました。 
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○30ページのように、LUCUA1100と既存のLUCUAを一体的にLUCUA osakaとして
運営し、立地・規模の優位性、両館の回遊性を活かし、幅広い層のお客様の
取り込みを図ってまいります。 

 

○また、鉄道とも連携し、山陽新幹線沿線など広域からの誘客にも取り組み、
大阪ステーションシティ全体の集客力・収益力をさらに高めてまいります。 

 

○このような施策により、今年度は、LUCUA osakaとして売上770億円、百貨店
業は黒字化を目指す考えです。 
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○三つ目の、訪日観光客需要の獲得について、31ページをご覧ください。 

 

○円安、ビザ発給要件緩和などもあり、訪日外国人数は急速な増加傾向にあります。鉄道
の訪日旅行商品の利用に関する当初目標は、２年目で達成しました。これは、商品設定
や受け入れ体制の整備など需要取り込みに努めた結果でもあります。 

 

○今後も訪日旅行需要は拡大が見込まれ、地域との連携や当社グループの総合力の発揮に
より、この需要を最大限に取り込み、グループとしての収益拡大を図ってまいります。 

 

○具体策としては二つあり、一つは急増する訪日観光のお客様に、関西だけではなく西日
本エリア全体に鉄道やAirを組み合わせて足を運んでいただける取り組みです。 

 

○もう一つは、関西においても鉄道だけではなくホテルや商業施設など、当社グループで
お買い上げいただける取り組み、ひいては当社のターミナルにお越しいただける取り組
みであり、これらに努めてまいります。 

 

○これにより、2017年度の訪日旅行商品の利用について、当初目標は2012年度の３倍の60
万人としていましたが、これを上方修正して５倍の100万人とし、2020年に2,000万人を
掲げる政府観光局の計画の伸び率を上回るご利用を目指すとともに、新たな目標とし
て、連結営業収益で2012年度比100億円の増収を掲げました。 
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○続いて、各事業戦略ですが、新幹線について32ページ以降をご覧ください。 

 

○昨年度の新幹線収入は3,759億円と、過去最高を更新しました。期初に懸念され
た消費増税の影響は軽微であり、新幹線の競争力向上、国内外の観光需要の取り
込みや北陸新幹線の開業効果によるものと考えています。 

 

○新幹線については、今後も当社の成長の柱と位置付けており、競争力の向上と観
光需要喚起に取り組み、2017年度の収入は過去最高の4,141億円を目指します。 
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○33ページには、その競合を意識した競争力強化と、需要拡大に向けた取り組みの
一部をお示ししています。 

 

○まず、安全性・快適性の向上に向け、地震対策や設備の適切な維持管理、N700A
やW7系の投入、携帯不感地対策などに着実に取り組んでいきます。 

 

○また、ネット会員を拡大し、ビジネス需要の囲い込みやマーケティングベースの
強化に努め、顧客セグメントを意識した施策やイールドマネジメントにより、増
収につなげていきます。 

 

○観光需要の喚起については、地元と連携して、デスティネーションキャンペーン
なども契機とした観光素材の開発や広域観光ルートの整備を促進してまいりま
す。 

 

○また、大きなマーケットであるシニア世代向けの新しい会員サービス「おとな
び」をスタートしたところであり、会員向けサービスやCRMによるニーズを踏ま
えた商品サービスの提供により、観光需要を喚起していきます。 

 

○今年度は景気の不透明感や航空機との競争などのリスク要因もありますが、この
ような施策を効果的に展開し、対前年357億円増の4,116億円を目指します。 
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○次に近畿圏について、34ページをご覧ください。 

 

○昨年度は、就業人口が増加傾向であったことのほか、ハルカスなど大型商業施設
の開業などを契機としたおでかけ需要や訪日外国人旅行の需要を取り込んだこ
と、線区価値向上の取り組みということで、沿線の整備を進めてきたことなどが
効果を発揮しつつあることなどから、41億円の増収を確保しました。 
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○35ページにあるように、今後も、鉄道の輸送品質向上や、駅ナカや駅周辺の開発
とあわせた線区価値の向上によりご利用を促進してまいります。 

 

○また、ICOCAを活用したシームレスな移動の実現に向けて、エリアの拡大やイン
バウンド利用も含めた他鉄道会社との連携を進めてまいります。 

 

○加えて、2016年春に開業予定の京都鉄道博物館などを活用した都市型観光の推進
と地域の活性化に、重点的に取り組んでまいります。 

 

○これらにより、今年度は2,976億円、2017年度は2,994億円の収入を目指します。 
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○次の36ページからは事業創造の状況をお示ししています。 

 

○昨年度は、セブン-イレブン・ジャパンとの提携による駅の魅力向上、ビジネス
ホテルの事業譲受による店舗網の拡大、介護事業の子会社化による拡大など、将
来の成長と持続的経営に資する施策に取り組みました。また、当社に強みが無
く、長年の懸案であったゴルフ事業の譲渡を実施しました。 

 

○しかしながら、将来の成長に向けたノースゲートビルディング西館再生準備や複
数の駅ナカやショッピングセンターのリニューアル、分譲の駆け込み需要の反動
減などが重なった結果、流通業、不動産業で減益となりました。 

 

○今後も、新幹線とならび、生活関連サービス事業は成長の柱と考えており、既存
事業の拡大や新たな事業分野へのチャレンジなどに取り組んでいきます。 
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○その中で、38ページにあるように、既存事業の収益性の向上や、当社グループが
市場競争力を持つ事業の市中拡大に取り組んでまいります。 
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○また、39ページの不動産賃貸・販売業においても、土地取得による駅周辺事業へ
の参画など、駅とのつながりによりお客様の動線を取り込む開発で線区価値の向
上を図っていくほか、沿線外・エリア外への事業の拡大に取り組んでまいりま
す。 

 

○これらに加え、2014年度に工事業で新規連結があった影響も踏まえ、2017年度
は、非運輸業で、当初計画より60億円の増益を目指します。 
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○以上に加え、40ページにあるように、本中計以降も睨んだ中長期的な取り
組みも視野に入れて追加しており、ICT活用による鉄道のシステムチェン
ジや、業務提携等による事業基盤の強化などに取り組んでいきます。 
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○41ページをご覧ください。企業価値向上、株主価値向上に重要なキャッシュの使
途は、今回のアップデートにより上ぶれを見込む営業キャッシュフロー約1,000
億円から、従来より申し上げている優先順位に基づき、安全・成長投資の追加に
400億円を充当いたします。  

 

○また、残るキャッシュフロー600億円についても、今後の３年間で見出していく
成長件名に投資していく方針です。これについては、適切な件名があれば債務を
増やしてでも投資を行い、企業価値の向上にしっかりと取り組んでいきます。 

 

○なお、何でも投資するわけではなく、引き続き、１件ごとに投資効果をしっかり
見ていく方針に変わりはありません。 

 

○その上で、万一、適切な成長件名が十分に見出せなかった場合には、現状の財務
の安定性を前提として、残るキャッシュフローは基本的に株主還元に充当する考
えです。 

 

○なお、基本となる株主還元の方針については、中長期的な視点で安定的な還元を
重視することなどから、引き続き2017年度に自己資本総還元率３％を目指すこと
に変わりはありません。これについて現時点では、配当で実施することを念頭に
おいております。 
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○42ページをご覧ください。 

 

○昨年度は、安全関連投資902億円を含む、連結で2,256億円の設備投資を行いまし
た。 

 

○今年度は、連結ベースで2,310億円と、過去２番目に高い水準の投資を行う計画
です。山陽新幹線のN700A、北陸新幹線のW7系や在来線の車両新製に関わる投資
が増えることが主な要因です。 
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○ 43ページをご覧ください。３月末時点の長期債務残高は1兆42億円、自己資本比率は
28.8％と、財務の安定性・健全性は良好な水準にあると認識しています。 

 

○今年度は、設備投資が高水準となるものの、増益予想に加え、法人税等の支払いが減少
することなどから、フリー･キャッシュフローが前年度より改善する見込みです。ま
た、期末長期債務残高は、ほぼ横ばいの連結で１兆円になると考えております。 

 

○株主還元については、先ほど申し上げた還元方針を踏まえつつ、2014年度は、厳しい経
営環境の中でも2015年度以降の成長に向けた基盤整備が着実に進捗し、増収増益という
決算となったことから、期末配当予想を１株あたり５円増額し、通期では年125円とす
る予定です。 

 

○また、2015年度は、２つのプロジェクトの効果の最大化に努めるとともに、中計目標達
成と本中計以降の成長に向けた取り組みをしっかり行っていくとの決意のもと、１株当
たり５円増配の、年130円と予想しております。 

 

○中長期的には人口減少トレンドという経営環境にありますが、それに対して成長要素を
取り込みながら、安全性向上と企業価値向上に向けて、中長期的な視点から、しっかり
と取り組んでいく所存です。 

 

○私からは以上です。 
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